
農地
については
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災
害
復
旧
工
事
は
１
０
７
件

　

平
成
28
年
９
月
20
日
の
台
風
16
号

災
害
に
よ
り
、
公
共
土
木
施
設
（
市

道
や
河
川
等
）
や
、
農
業
用
施
設
等

（
農
道
・
農
地
な
ど
）
に
大
き
な
被

害
が
発
生
し
ま
し
た
。
災
害
復
旧
に

必
要
な
工
事
件
数
の
う
ち
、
国
の
補

助
を
活
用
し
た
工
事
は
、
公
共
土
木

関
連
が
32
件
、
農
業
関
連
が
75
件
、

合
計
１
０
７
件
と
な
り
ま
し
た
。

土
木
関
連
災
害
復
旧
工
事

　

災
害
復
旧
工
事
の
進
捗
で
す
が
、

平
成
29
年
３
月
１
日
現
在
、
土
木
関

連
の
災
害
復
旧
工
事
は
、
32
件
の
工

事
の
う
ち
、
27
件
を
今
年
３
月
上
旬

ま
で
に
工
事
発
注
し
、残
り
５
件
は
、

対
象
工
事
現
場
付
近
の
道
路
が
狭
い

こ
と
等
に
よ
り
、
複
数
の
工
事
を
同

期
間
に
行
え
な
い
た
め
、
平
成
29
年

度
の
発
注
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

工
事
箇
所
イ
メ
ー
ジ
に
つ
い
て

は
、
18
ペ
ー
ジ
の
地
図
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

農
業
関
連
災
害
復
旧
工
事

　

農
業
関
連
の
被
害
箇
所
は
83
箇
所

で
す
。
工
事
は
、
複
数
の
被
災
箇
所

を
ま
と
め
て
工
事
発
注
す
る
ケ
ー
ス

も
あ
る
こ
と
か
ら
、
75
件
を
計
画
し

て
い
ま
す
。
ま
た
75
件
の
う
ち
、
66

件
は
今
年
３
月
上
旬
ま
で
に
工
事
発

注
し
、
残
り
9
件
は
、
平
成
29
年
度

の
発
注
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
な
お
、

皆
様
方
か
ら
復
旧
申
請
の
あ
っ
た
農

地
に
つ
い
て
は
、
可
能
な
限
り
今
年

の
作
付
け
に
間
に
合
う
よ
う
に
工
事

を
進
め
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
農
地
復
旧
は
、
所
有
者
等
の

負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、国
補
助
（
激

甚
災
害
指
定
）
と
、
本
市
補
助
（
国

の
補
助
を
差
し
引
い
た
２
分
の
１
補

助
）
に
よ
り
、
所
有
者
等
の
負
担
は

工
事
費
の
1.7
％
と
な
り
ま
す
。
工
事

箇
所
イ
メ
ー
ジ
は
、
19
ペ
ー
ジ
の
地

図
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

災害復旧工事は国の災害査定を経て
一部の工事を除き工事発注段階です9 月 20 日

（災害発生）

11月下旬
～ 12月下旬

災害発生後
～ 10月下旬

災害発生後
～ 11月下旬

２月下旬～

３月上旬～

◎指定日／平成28年10月26日

③の復旧工法の検
討・設計書等の作
成から⑤の国・県
との協議、申請ま
では、概ね２か月
程度かかります。

12 月下旬
～２月上旬

❶現地調査～応急工事
　市職員等が現地調査を行いながら、土砂撤去などの応急工事を実施。

❷被害報告
　被害状況を鹿児島県を通じて国へ報告。

❸復旧工法の検討・設計
　復旧工事の方法を考え、設計書等を作成。

❹国への申請資料（復旧計画概要書）の準備
　設計書や被害概要、予算書、写真などをまとめた書類を各工事ごとに作成。

❺鹿児島県との協議、国への申請
　国への申請前に、国及び鹿児島県と協議等を行い、国へ申請を行う。

❻災害査定
　本市からの申請に基づき、国の査定官等が被災箇所の確認を行い、
　申請した復旧工法の内容について査定を行い、事業決定となります。

❼災害査定終了～工事発注の準備
　災害査定が終わると、実施設計作成を行い、工事発注の準備を行います。

❽工事発注　工事入札を経て、工事発注を行います。

❾工事着工　工事受注・契約後随時着工が始まります。
※上表は、農地復旧工事費に
おける国・市・所有者等の負
担割合。

◎台風 16号災害における
　農地復旧工事費負担割合

割合

国補助負担割合
（激甚指定） 96.6%

垂水市補助の
負担割合 1.7%

所有者等の
負担割合 1.7%

災害復旧工事までの主な流れ
国の補助を活用した災害復旧工事には、大きく次のような９つの流れがあります。

災害発生後からの現地調査から工事発注までの流れをご紹介いたします。

被
害
報
告
後
、
国
か
ら

災
害
指
定
を
受
け
ま
し
た
。

公共土木施設災害復旧の補助（国
庫補助率が平均的には 70％から
84％に増加）

農地災害と農林水産共同利用施設
災害復旧の補助（国庫補助率が平
均的には 50％から 95％に増加）

激甚災害指定

局地激甚災害指定

復旧申請の
あった農地は
可能な限り今年の
作付けに間に合う
ように工事を
進めています。
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